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日本語翻訳版 

 
 

Tax Analysis 
 

深センにおける関連者間貨物輸入
の移転価格に対する税関・税務局
合同管理体制の試験導入 
 
2022年 5月 18日、中華⼈⺠共和国深セン税関（以下、「深セン税関」）と国家税
務総局深セン市税務局（以下、「深セン税務局」）は共同で「関連者間貨物輸入にか
かる移転価格合同管理の関連事項についての通達」（以下、「通達」）を公布した。国
内初の移転価格分野における税関・税務局による合同管理体制構築の試みとして、現
行の税関事前教示制度と移転価格事前確認制度の運用を通じて、将来における関連
者間貨物輸入にかかる税関上と税務上の移転価格リスクを効果的に管理する手段を納
税者に提供することで、税法適用の確実性と予測可能性の向上を図ることが目標として
掲げられた。 
 
関連者間輸入取引は、税関と税務局の両方にとって、移転価格調査の重点的な対象と
なっている。しかし、理論的枠組みや参照法令の違いにより、税関と税務局は移転価格
調査において、往々として異なる関心点や立場を持っている。税関は「貨物の輸入価格が
適正値を下回ることに起因して、輸入段階で課される諸税が減少するリスク」に関心を持
つのに対して、税務局は「貨物の輸入価格が適正値を上回ることに起因して、輸入元であ
る国内企業の企業所得税の課税所得の減少、ひいては税源侵食につながるリスク」に関
心を持つ。この立場の対立が、税関と税務局の両方から認められる移転価格アレンジの構
築を難しくしており、複数の行政機関による合同管理体制の未整備の中、多くの納税者
にとって、関連者間貨物輸入にかかる税関上と税務上の移転価格リスクを如何に効果的
に管理するかは、実務上の課題となっている。全国政治協商会議委員・デロイト中国副
CEOの蒋穎は今年の「両会」（全国⼈⺠代表⼤会及び中国⼈⺠政治協商会議）
で、移転価格分野における税関・税務局合同管理体制の構築、及び条件の整った地区
での試験導入を提案した。深センでの試験導入は、深センにおける地域本部経済の発展
とパイロット模範区の建設、予測可能性を持つ安定なビジネス環境の構築、及びグレータ
ーベイエリア（広東・香港・マカオ大湾区）の発展に寄与すると同時に、全国範囲での導
入に向けての経験蓄積のためでもある。 
 
通達の概要 
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通達で言う「関連者間貨物輸入にかかる移転価格合同管理」とは、企業における関連者
間貨物輸入価格に対して、深セン税関と深セン税務局が共同で評価を行い、企業と「関
連者間貨物輸入移転価格の合同管理覚書」を締結し、納税者のコンプライアンスコストを
低減し、法遵守の確実性と管理効率を向上させることを指す。 
 
具体的な手続きとして、適格企業が深セン税関と深セン税務局に関連の申請を提出し、
申請が受理された後、深セン税関と深セン税務局は将来一定期間における企業の関連
者間貨物輸入取引の移転価格アレンジに対して共同で評価を行い、企業と「関連者間
貨物輸入移転価格の合同管理覚書」を締結する。その後、対象期間において、深セン税
関と深セン税務局は覚書の実施について、共同で管理を行う。 
 
税関・税務局による合同管理体制のルール設計は、現行の税関事前教示制度と移転価
格事前確認制度を踏まえて行われている。そのため、税関上と税務上の確実性を保証す
ると同時に、手続きの複雑さ（従来、企業は税関と税務局にそれぞれ事前教示申請と
事前確認申請を提出する必要があった）や税関と税務局の評価基準の差異（企業の
移転価格アレンジに対して、税関と税務局はそれぞれ独自に評価を行ってきた）に起因す
る一連の問題を解消している。通達は 2022年 5月 18日より施行される。 
 
申請と受理 
 
適格企業は、関連者間貨物輸入にかかる移転価格合同管理に関する書面申請を深セ
ン税関と深セン税務局の両方に提出し、深セン税関の下級税関（企業所在地の所轄
税関）の総合業務課、及び深セン税務局第四税務分局の総合業務課が共同で受理
手続きを行う。深セン税関と深セン税務局は申請を受け取った後、10日以内に「企業が
受理要件を充足しているか」について、共同で結論を出さなければならない。 
 
通達の適用対象となる企業は、税関事前教示制度と企業所得税事前確認制度の受
理要件（具体的には、下表を参照のこと）を同時に充足する必要がある。 
 

事前教示 事前確認 
• 申請企業は輸出入活動に関わってお
り、且つ深セン税関の所轄区域におい
て登録された対外貿易経営企業であ
ること。 

• 原則として、申請対象である貨物輸入
取引の発生から 3 ヶ月前に申請するこ
と。 

• 申請企業の所轄税務機関が深セン税
務局であること。 

• 深セン税務局が申請企業に「税務事
項通知書」（企業の事前確認協議
締結の意向を受け取った旨が記載され
た通知書）を送り届けた日の所属する
納税年度を除く直近 3年間の「申請
対象である関連者間貨物輸入取引の
年間取引金額」がいずれも 4,000万
元以上であること。 

• 関連者間取引申告と移転価格同期
資料管理に関する申請企業のコンプラ
イアンス状況が良好であり、税務機関
に事前確認協議締結の意向を拒否さ
れるような状況は起こっていないこと。 

申請企業は、「関連者間貨物輸入にかかる移転価格合同管理申請表」を提出するほ
か、税関事前教示と企業所得税事前確認に関する法規を遵守し、資料を提出する必要
がある。（具体的には、下表を参照のこと。事前確認は、ユニラテラル APA（一国事前
確認）を例として挙げた） 

 
事前教示 事前確認（ユニラテラル APA ） 

• 「税関事前教示申請書（関税評
価）」 

• 買い手と売り手の間に特殊な関係が
存在するか否か、当該特殊な関係が

• 「事前確認予備会談申請書」 
• 企業の関連者間取引や移転価格アレ
ンジの状況の説明に用いられる資料。
例えば、移転価格同期資料、企業年
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失効と後進 
 

                                                
1 重要な仮定は下記を含む。1. 申請企業の経営構造、経営活動の内容・範囲・規模に重大な変化がないこと。2. 申請企業の経営モデル、経済的状況、事業活
動、担う機能、負うリスク、使用する資産、及び輸入貨物の主要製品構成、貿易モデルに重大な変化がないこと。3. 申請企業の財務会計方法と分類に重大な
変化がないこと。4. 中国大陸の会計・税務・税関・外貨管理などの政策規定及び経済環境の変化が覚書の実施に重大な影響を与えていないこと。5. 対象期間
において、申請企業の責に帰すべき重大なサービス品質問題が発生していないこと。6. 対象期間において、申請企業の責に帰すべき重大な法的トラブル又は訴訟が
発生していないこと。7. 対象期間において、申請企業の経営に影響を与える不可抗力事件が発生していないこと。 

輸入貨物の成約価格に影響を及ぼす
か否かの説明に用いられる資料。例え
ば、監査報告書、価格決定ポリシー、
移転価格同期資料など。 

度関連者間取引報告表、監査報告
書など。 

 
評価と協議 
 
• 深セン税関と深セン税務局は、申請を受理した日から 15日以内に合同評価を開
始し、関連者間貨物輸入の価格決定ポリシー及び計算方法について、企業と協議
を行う必要がある。 
 

• 深セン税関と深セン税務局が協議を経て合意に達した後、合意内容に基づき算出さ
れる貨物輸入価格（「合同管理価格」）について、企業と合同管理三者間覚書を
締結する。それに伴い、深セン税関は企業に事前確認回答書を発行し、深セン税務
局は企業と事前確認協議書を締結する。深セン税関と深セン税務局が協議を経て
合意に達せなかった場合、合同管理手続きを終了し、当該旨を書面にて申請企業
に通知する。 

 
実施とモニタリング 
 
価格調整：合同管理覚書の対象期間において、申請企業の各年度の財務指標は、三
者間で合意した適正値レンジの中央値に準拠して管理される。企業の財務指標が当該
中央値を下回るか上回る場合、企業は中央値に基づき価格調整を行い、且つ速やかに
深セン税関と深セン税務局へ通知する必要がある。 
 
年度報告：企業は、合同管理覚書の対象期間において、各年度の終了後 6 ヶ月以内
に、深セン税関と深セン税務局に移転価格合同管理実施状況報告書（紙版及び電子
版）を提出する必要があり、且つ各年度における企業の経営状況と合同管理覚書の実
施状況を報告書に記載する必要がある。 
 
改訂と終止：下記の事項が発生した場合、深セン税関と深セン税務局は規定に基づ
き、協議を経て、合同管理覚書の改訂又は終止を行う。 
 
• 企業が関連の約定を遵守しなかった場合。 
• 実質的な状況変化により、合同管理覚書の適用を継続できない場合（注）。 
• 企業が合同管理覚書の改訂又は終止を申請した場合。 
 
（注）通達の添付 1（「合同管理覚書」テンプレート）に、覚書において合意に達した価格決定ポリシー
及び計算方法に適用される重要な仮定が記載されている1。対象期間において、それらの重要な仮定に変
化が生じた場合、申請企業は、変化が生じた日から 30日以内に、当該事項を書面にて深セン税関と深
セン税務局に報告する必要がある。深セン税関と深セン税務局は、関連の規定に基づき協議を行った上
で、覚書の改訂又は終止を行う。 
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合同管理覚書における関連者間貨物輸入の合同管理価格は、3暦年間有効とし、期間満了後自動的に失効する。企業は、有効期
間満了前 90日以内に更新を申請できる。実施中の合同管理覚書は、更新の根拠にはならず、申請企業は規定に従い、改めて合同管
理申請を提出する必要がある。 
 
合同管理申請の主要手続きのフローチャート図は下記の通りである。 
 
 
 
 
考察とコメント 
 
通達により、税関の事前教示制度と税務機関の事前確認制度を踏まえた上で、関連者間貨物輸入にかかる移転価格合同管理体制
が構築され、申請プロセスと関連手続きが定められた。留意点として、合同管理体制は現行の事前教示制度と事前確認制度に関する

規定を踏襲しているが、両者は申請対象取引の範囲、及び関連アレンジの有効期間などに一定の差異が存在する。例えば： 
 
申請対象取引の範囲：税関事前教示は、輸入及び通関申告がまだ実際に発生していない貨物輸入が申請対象となる。申請企業は
原則として、貨物輸入取引の 3 ヶ月前までに申請する必要がある。特殊な状況下で、且つ申請企業に正当な事由があることを前提とし
て、貨物輸入取引前 3ヶ月以内の申請が認められる。一方、税務機関と締結する事前確認協議の場合、税務機関は将来年度におけ
る企業の関連者間取引の価格決定ポリシー及び計算方法を評価する際、申請対象である関連者間取引が申請企業の企業所得税の
課税標準に与える影響により高い関心を持つ。 
 
効力の範囲：事前教示回答書は全国範囲で有効であり、有効期間は 3年間である。申請企業が事前教示回答書の有効期間内に、
事前教示回答書の記載内容と同様の貨物を輸入する場合、事前教示回答書通りの申告が認められるが、事前教示回答書の発行前
に輸出入した貨物に対する遡及適用は認められない。事前確認協議書におけるアレンジは、所轄税務機関が企業に「税務事項通知書」
（企業の事前確認協議締結の意向を受け取った旨が記載された通知書）を送り届けた日の所属する納税年度から起算して 3〜5年に
おける申請対象関連者間取引に適用される。申請対象関連者間取引と同様又は類似の関連者間取引が企業の過年度に存在する場
合、企業による申請を経て、事前確認協議書に定められた価格決定ポリシーと計算方法は、当該過年度の関連者間取引の評価と調整
にも遡及適用される（最大 10年間の遡及適用）。通達により深センで試験導入される合同管理体制の運用上、事前教示制度と事
前確認制度の関連規定を踏まえた上で、合同管理覚書に記載される関連者間貨物輸入の「合同管理価格」の有効期間は 3年間に
設定された。ただし、事前教示制度における「同様の貨物を輸入する場合の事前教示回答書の適用可能性」、及び事前確認制度にお
ける「遡及適用の要件」などの細則については、追って明確化が待たれる。 
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優先的受理：税関の現行規定により、税関は、税関高級認証企業の事前教示申請を優先的に受理する。事前確認について、税務機
関は、「関連者間取引申告と移転価格同期資料管理に関するコンプライアンス状況が良好であり、納税信用等級が A級であること」など
の要件を充足する企業による事前確認申請を優先的に受理する。 
 
上述した差異について、合同管理体制の試験導入の過程で、関連細則の公布、及び税関規定と税務局規定の差異に対処するための
政策調整が期待される。 
 
対応アドバイス 
 
通達は、深センの企業に移転価格リスクを効果的に管理する手段を提供しており、企業はその活用を通じて、関連者間貨物輸入にかか
る税関上と税務上の移転価格問題をより良く解決することで、コンプライアンスコストを低減を図ることができる。関連の企業は、自身の経
営状況を踏まえた上で、関連者間貨物輸入の合同管理体制の運用を積極的に検討することで、通関処理と税務処理の確実性を向上
させることができる。私どもの実務経験から、下記の対応を取ることが推奨される。 
  
積極的に合同管理体制による影響を評価し、速やかに対応行動を取ること：関連の企業は、グループの移転価格ポリシーを踏まえた上
で、関連者間貨物輸入取引の価格決定ポリシーを整理し、合同管理体制の適用可能性を評価し、関連のメリットとデメリットを分析する。
適格の深セン企業は、如何にこの有利な政策をフル活用すべきかについて積極的に模索し、今後の行動計画を立てる。将来において、合
同管理体制は、条件の整ったその他の地域での試験導入も考えられるため、その他の地域に所在する企業も、関連のニーズがあれば、早
急に関連作業を進め、現地の税関と税務局に積極的にコミュニケーションを取ることが推奨される。 
 
合同管理体制の申請要件を把握し、十分に備えること：合同管理の適用を申請する意向のある企業は、事前教示制度と事前確認制
度の関連規定を踏まえた上で、申請に関する戦略を策定し、予め必要書類を作成する必要がある。合同管理体制の運用上、税関上と
税務上のバランスを取ることが重要であり、企業は手続きを進める過程で、税関と税務局の両方と有効なコミュニケーションを保ちつつ、必
要に応じて外部の専門家にサポートを要請することで、合同管理申請及び覚書の実施をスムーズに進めることが推奨される。 
 
政策の動向に留意しつつ、⻑期計画を⽴てること：当通達は、国内初の移転価格分野における税関・税務局合同管理体制構築の試
みである。合同管理体制における二国間事前確認協議（BAPA）と多国間事前確認協議（BAPA）の適用可能性など、追って明確
化が待たれるが、国際貿易の発展に伴い、移転価格分野における税関・税務局の業務連携の深化は、既に揺るぎない⻑期的動向とな
っている。企業は、積極的に合同管理に関する政策の動向に留意しつつ、BAPA・BAPAなどの移転価格アレンジと合同管理体制の融
合に向けて準備作業を進めることで、政策をフル活用することが推奨される。 
 
結論 
 
国際税制改革が進行する中、税源浸食と利益移転（BEPS）の 15のアクションプランから最新の「経済のデジタル化に伴う課税上の課
題に対処するための 2つの柱からなる解決策」の公布からも分かるように、移転価格分野における税務機関と税関の連携は、既に揺るぎ
ない⻑期的動向となっている。国際社会はこれについて⾼い関⼼を⽰しており、世界税関機構（WCO）は経済協力開発機構
（OECD）と共同で「関税評価及び移転価格に関するガイド」などの文書を公表することで、関税評価における移転価格同期資料の運
用可能性について検討すると共に、新しい国際税制下で如何に税務機関と税関による租税回避防止の連携を強化するかについてヒント
を提示した。移転価格分野における合同管理体制の構築と強化は、国際的動向に順応するものであると同時に、市場主体の満足度向
上、及び安定・公平・透明・予測可能なビジネス環境と発展に寄与するものである。深セン税関と深セン税務局による関連者間貨物輸
入の移転価格合同管理体制の試験導入は、既存制度の深掘り、及び初の試みであり、企業はその運用を積極的に検討することが推奨
される。私どもは引き続き、当該合同管理体制の実務に留意しつつ、考察をご提供させて頂く。
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